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全日本年金者組合中央本部
年金相談室
安倍首相の唐突な辞任表明、でも「宙に浮いた・消えた５,０００万件」問題での政府の約束（最後の１人まで解決する）は消えません。

①　１億人にただちに年金記録を送れ　②　当面１０年で年金を支給せよ、２５年は長すぎる　③　全額国の負担による最低保障年金制度をつくれ・・・の要求はますます重要となってきました。

ねんきん特別便とは？
「ただちに年金記録を送れ」という私たちの要求に対し、政府の計画では、「名寄せ」の作業の後、「ねんきん特別便」として次のように段階的に通知することになっています。煩雑ですが、内容を紹介します。

1 ０７年１２月と０８年１月は、氏名・性別・生年月日が一致し記録が結びつくと推定される人に通知

2 ０８年２月と３月は、氏名・性別・生年月日の一部一致者で記録が結び付くと推定される人に通知

3 ０８年４月以降は、記録が結び付くと推定されない人に通知

・・・・と３段階に分けて通知する計画です。特に③のケースでは、多くの問題が表面化すると思われます。

社会保険庁は、経団連等に協力を依頼

社会保険庁は、現役の加入者の記録確認の申出について、今年の７月以降、企業内で取りまとめ一括で社会保険事務所に提出してもらうよう、日本経団連等に協力を依頼。特別便についても、事業主経由で送付する方針となっています。プライバシーが守られる保障はあるのか、申請主義への反省はあるのか疑問です。

企業年金にも未払いあり

厚生年金は、１階が老齢基礎年金、２階が老齢厚生年金（報酬比例部分）、３階が企業年金（厚生年金基金など）となっています。この企業年金にも未払いのあることが判明しました。厚生年金基金は、単独と総合とがあり、総合は同業種等が集まって作られており、小さい会社でも基金に加入している可能性があります。さらに短期間でも支給の対象になりますからあきらめないことです。加入の有無だけならば、社会保険事務所で確認できます。詳しいことは、企業年金基金連合会に問い合わせて確かめることができます。会社がつぶれていても、厚生年金基金が解散していても、年金は支払われます。

この他に確定拠出型の企業年金（いわゆる日本型４０１Kと呼ばれる年金）があります。これにも問題が起きています。企業年金については、次号でもう一度取り上げる予定です。ご意見をお寄せください。

５,０００万件問題に関連した相談事例　（第２回中央執行委員会の資料からの抜粋）
	１，娘さんからの相談。８０歳の母親の記録を調べ直したい。領収書は一部見つかったが、社会保険事務所の記録と一致しない。


· 社会保険事務所からもらった記録のコピーと古い領収書とを突き合わせると、領収書があるのに未納になっている年月がある。社会保険事務所は領収書どおり記録を直し、年金額も訂正した。さかのぼり分は時効が撤廃されたので、かなりの金額となった。

	２、Ｂさんは６３歳。若いとき甲運送会社に４年勤めた。乙工務店にも６年間勤めていた。その後国民年金に加入し１９０か月納付した。社会保険の記録では国民年金の記録しかない。これでは無年金となる。甲、乙の会社の記録がないのはおかしいと主張。


＊基礎年金番号からは、Ｂさんの厚生年金記録は無い。他に番号を持っていると思われる。社会保険事務所では氏名、生年月日から甲運送会社の記録４年は見つかった。乙工務店での加入記録５年は見つからない。会社に問い合わせると、「Ｂさんは、大工として自立し仕事を請け負ってもらっていたので加入資格はない」との返事。

結局Ｂさんの場合は、一部見つかったが期間が足りず、さらに任意加入し、３００か月にして年金受給権につなげることは出来た。

	３，Ｃさんは、特例納付の制度を利用し、５年分の保険料をまとめて支払った。領収書は無い。社会保険庁の記録では未納になっている。絶対に払っていると主張。


· 一般的には保険料の支払いは２年しかさかのぼれない。過去に三回、特例納付といって、２年以上さかのぼって支払えるときがあった。Ｃさんは、そのときに５年分まとめて支払ったと主張。社会保険事務所との間では結論が出ないので、第三者委員会に申し出ることになった。特例納付については事故率が高いようなので、諦めず、第三者委員会に申し出ることが必要。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

年金相談室では、皆さまからの相談、質問、意見をお待ちしております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

